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　大手調剤薬局チェーンの日本調剤
が今年７月から労働者派遣事業許可
を取得して本格的に開始した病院向
け「産休・育休代替薬剤師派遣サー
ビス」が波紋を呼んでいる。東京都
内では、東京女子医科大学病院への
薬剤師派遣が始まっている中、日本
病院薬剤師会の川上純一副会長が外
部業者から病院への薬剤師派遣を
「容認できない」と意義を唱え、日
本薬剤師会も同調する事態となっ
た。川上氏の主張は、労働者派遣法
の規定で病院における「薬剤師の調
剤」は労働者派遣事業の禁止対象に
なっているというもので、「医療機
関に所属する薬剤師が、病棟業務も

含めて自分たちが責任を持って行う
べき」と強調して危機感を露わにし
た。今後、敷地内薬局の設置はさら
に全国で広がるとみられる中、病院
への薬剤師派遣について関係者が神
経をとがらせる状況になっている。
　日本調剤がスタートさせた病院向
けの産休・育休代替薬剤師派遣サー
ビスは、東京女子医科大学病院にと
どまらず、同社は今後対象地域を広
げる姿勢を見せている。敷地内薬局
の設置が全国的に拡大する動きも相
まって、病院薬剤師への影響が懸念
されているところである。
　川上氏が指摘したのは、労働者派
遣法で薬剤師の調剤は派遣事業の禁

止対象になっていること。医師が処
方を確定する前の情報提供やそのた
めの病棟活動、さらに薬を交付した
後の服薬説明、服薬管理など一連の
業務を「調剤」とする見解を表明し、
こうした広義の調剤業務は派遣禁止
対象になるとの認識を示した。
　ただし、調剤業務がどこまでの範
囲を指すのかという解釈をめぐる議
論はあり得るとの見方も示してい
る。病院の医療関係業務は労働者派
遣事業の禁止対象となっているが、
産前産後休業、育児休業、介護休業
を取る薬剤師の代わりに派遣する場
合は「可能」とする例外規定が設け
られているためだ。今回の日本調剤
の事例は、法律や法令の隙間を突い
ているとも言え、病院薬剤師の職能
団体の幹部として強い危機感を示し
た格好である。
　日本薬剤師会の山本信夫会長も記

者会見で「われわれも同じ意見だ」
と同調した。規制緩和によって敷地
内薬局の開設が解禁されたことで、
「薬局がさらに病院の中に入ってい
き、病院の薬剤師を外に出してしま
うのではという懸念はあった」と表
明。その上で、「医療機関に勤務す
る薬剤師はそれぞれ責任を持って院
内で仕事をしている」と強調し、「病
院薬剤師がアウトソーシングされて
しまうと、派遣されてきた薬剤師は
どういう責任を持つのかということ
になる。それを考えると難しいだろ
う」との見通しを示した。
　また、院内での多職種連携などを
考えた場合、外部業者が病院に薬剤
師を派遣するケースについて、「極
めて問題視している」と強調。「日
病薬の副会長として、それは絶対に
認めないというのは正しい。われわ
れも同じ意見だ」と歩調を合わせた。

　来年に予定される医薬品医療機
器法の改正で、医薬品の添付文書
情報が電子化することが決まっ
た。製薬企業が製品の外箱にＱＲ
コードを表記し、医療機関や薬局
が最新情報に迅速にアクセスでき
るようにするなどの方策を法律に
盛り込む。紙の添付文書を製品に
同梱することをやめ、製薬企業、
医薬品卸が医療機関を訪問し、電
子的な入手方法を伝えるようにす
る。急速に社会の電子化が進んで
いる中、医療機関側から添付文書
の電子化を求める声が上がってい
たが、長年の課題だった添付文書
の電子化がいよいよ実現すること
になった。ただ、要指導医薬品と
一般用医薬品については、消費者
が情報内容をすぐに確認できるよ
う引き続き紙の媒体を同梱するこ
とになった。
　厚生労働省の厚生科学審議会医
薬品医療機器制度部会で議論さ
れ、概ね賛同を得た。厚労省は、
紙の添付文書が迅速で最新の情報
提供に必ずしも役立っていないと
して、最新情報を速やかに提供す
るため記載情報の電子的な提供を
基本とする方向性を打ち出し、委

員から了承を得た。
　具体的な電子化として、医薬品
に紙の添付文書を同梱することを
やめ、製薬企業が製品の外箱にＱ
Ｒコードを表記して最新情報にア
クセスできるようにし、製薬企業
か医薬品卸が医療機関や薬局を訪
問し、紙媒体の提供を行いつつ、
添付文書情報の電子的な入手方法
を伝えることとしている。
　医療現場にとって大きな変更と
なることから、厚労省は、法改正
に当たって十分な経過措置を設け
る方針だ。また、要指導薬と一般
用医薬品については、消費者が使
用時に情報内容をすぐに確認でき
る状態を確保する必要があるた
め、紙媒体の同梱を続ける。
　添付文書の電子化に関しては、
議論で目立った反対もなく、委員
から広く賛同を得た。「全ての医
薬品に紙媒体の添付文書が同梱さ
れていることは資源の面で問題。
ペーパーレス化を進めることが早
急に必要」「電子化を推進し、災
害時などでも確実に情報提供でき
るなど実行性があるものにすべ
き」など意見が出た。

　病院の医薬品情報（ＤＩ）
室の質疑応答事例をデータ
ベース化して、人工知能（Ａ
Ｉ）を使って薬剤師が的確な
情報を引き出せるシステム
を構築するプロジェクトが
昨秋から国立がん研究セン

ターで動き出した。システム会社の木
村情報技術が持つＡＩ技術や同社が開
発した質疑応答登録システムを応用
し、最適なシステムや運用のあり方に
ついて共同で研究を進める。当初は３
病院で取り組みを開始し、参加病院を
段階的に増やしてデータベースを拡充
する計画だ。臨床現場での実証も併せ
て行い、３年後をメドに全国の施設で
も活用できるようにしたい考えであ
る。
　この研究に取り組む医療機関は、国
立がん研究センター東病院、同中央病
院、国立国際医療研究センター病院の
３病院。国立循環器病研究センター病
院も加わる。これら病院のＤＩ室に蓄
積された質疑応答事例を集めたデータ
ベースをクラウド上に構築する。１万
5000件以上の事例が集まると想定さ
れており、重複事例の削除や質の評価
を行う予定としている。その後、日常
的に発生する質疑応答事例も、木村情

報技術が開発したシステムを使って、
データベースに随時追加する仕組みを
設ける。今年からは他のナショナルセ
ンターも段階的に参加し、幅広く質疑
応答事例を集める。全国各地の国立病
院にも拡大していく計画だ。
　各病院のＤＩ室には、院内の医師や
看護師、薬剤師らから受けた医薬品に
関する質問に対して、書籍や文献、製
薬会社から得た情報に基づき返答した
事例が集積されている。様々な病院に
参加してもらうことで、各領域を幅広
く、深く網羅した巨大な質疑応答デー
タベースの構築を目指すという。
　ＡＩを使って構築したデータベース
から、薬剤師が的確な回答を簡単に引
き出せるシステムの構築や運用も進め
る。医薬品に関する質問を受けた薬剤
師が、調べたい内容をスマートフォン
やパソコンを使って音声や文字で入力
すると、集積された質疑応答事例の中
からＡＩが最適なものを選んで示すも
の。これまでのように単語を連ねて検
索するのではなく、人と対話するよう
な自然言語で入力すると、ＡＩが質問
の意図を的確に捉えて回答を導き出
す。質疑応答事例の信頼性を保証する
仕組みをどのように作るかが今後の課
題だ。
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